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二木 立氏

　中国の湖北省武漢で新型コロナウイルスの感染
者が確認されてから１年余りが経った。2020 年
12 月現在、日本では全国的に第３波と呼べる程
の感染者の増加が続いている。北海道や大阪府で
は医療体制が逼迫し、医療崩壊の懸念も高まりつ
つある。世界的にはイギリスでワクチン接種が始
まるなど、新型コロナを巡る事態は刻々と変化し
ている。
　新型コロナと向き合ったこの一年間、私たちの
くらしや日本社会はそれまでと大きく様相を変え
ざるを得なかった。とくに新型コロナウイルスに
対応する医療分野への影響は深刻である。しかし、
医療経済学・医療政策を専門とする前日本福祉大
学学長の二木立名誉教授は、新型コロナウイルス
をむしろ「中期的には、新型コロナは日本の医療
の『弱い追い風』になる」と肯定的に評価されて
いる。
　これまでの日本の医療のあり方や、新型コロナ
ウイルスがもたらす日本の医療への影響について
二木先生にお話を伺った。
※インタビューは 2020 年 11 月 24 日午後に、リ
モートにて行いました。インタビューの内容は、
その時点の情報に基づいたものです。

「弱い」追い風としてのコロナ

【加賀美】二木先生はインタビューで、新型コロ
ナウイルス感染症が中期的には日本の医療にとっ
て「弱い」追い風になる、と評価されておられま
す。改めて、日本における医療の現状と、新型コ
ロナが「『弱い』追い風になる」という意味につ
いてご教示ください。

【二木】私が、新型コロナウイルス感染症が中期
的には日本の医療にとって「弱い」追い風にな
る、と書いたのは５月のことです。緊急事態宣言
が続いていて、医療関係者でも医療崩壊が起きる
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んじゃないかと懸念している人が圧倒的に
多かった時期です。
　私は医療政策の将来を予測する際には、
常にプラス面とマイナス面、なおかつどち
らの比重が高いかを見るようにしていま
す。５月の時点では、皆の意見がマイナス
面、極端に悲観的な方向に振れていたので、
あえてプラス面に注目しました。ただ、プ
ラス面と言っても、決してバラ色の内容で
はないので、「弱い」追い風という括弧付
きの表現にしたのです。
　また、コロナと医療の問題については、
今回のコロナ危機が日本の医療の脆弱性を
明らかにした、といった否定的な論調の人
が思想の左右を問わず多いんです。私は、
それは正しくないと思っています。もちろ
ん日本の医療にはいろんな問題があるけれ
ども、コロナ危機において、アメリカやヨー
ロッパ諸国と異なり、患者さんが医療を受
けられないという意味での医療崩壊も、医
療機関の経営破綻という意味での医療崩壊
も、どちらもぎりぎりのところで日本は防
げたんです。個々の医療機関では危機的な
こともありましたが、日本の医療、より正
確に言うと保健所も含めた保健・医療の関
係者はとても頑張ったんです。アメリカや
ヨーロッパでは、医師や医療従事者が現場
から逃避したことが報じられましたが、日
本ではそういうことはほとんど起きなかっ
た。医療従事者のモラル、士気も非常に高
かった。彼らを励まし、希望をもってもら
いたいと考え、あえてプラス面に力点を置
きました。
　そうした背景の下、私が短期的にはとも
かく、５年程度の中期的には「弱い」追い
風になるといったのは、次の２つの点から
です。
　ひとつは、国民の医療に対する意識の変
化です。私は 1970 年代から日本の医療の

分析をしてきましたが、国民、それからマ
スコミにおいて、医療に対する評価がこれ
ほど高まったのは初めてのことです。今ま
では、医療不信が強調され、マスコミが医
療を取り上げるときは、医療機関の誤診と
か誤療、あるいは医療機関の儲け過ぎと
いったネガティブな報道が多かったわけで
す。
　ところが、今回それがガラっと変わりま
した。日本の医療機関と医師、医療従事者
の頑張り、また貧富の差なく誰でも医療を
受けられる日本の医療の特徴がマスコミで
大きく取り上げられ、国民もそれをよく理
解したのです。繰り返しますが、こんなこ
とは、この 50 年の間、一度もなかったこ
とです。
　この医療に対する国民の信頼は、相当長
く続くだろうと考えます。現在、第３波と
言ってもよいと思いますが、再び感染者の
拡大傾向が現れています。また、コロナが
落ち着いた後も、他の新しい感染症、ある
いはさまざまな大事故や大災害が起こり得
る。いざとなったら医療は大事なんだとい
うことを国民は肌感覚で理解した筈です。
これが医療にとっての一番の追い風です。
どんな産業も国民の支持や共感なしに成り
立ちませんから。
　ふたつめは、国民の医療への信頼を前提
にして、今までは効率一辺倒で進められて
きた保健所の縮小や再編、あるいは病床削
減を目指した地域医療構想の大幅な見直し
がなされるだろうということです。
　この２つの意味で、今回のコロナが医療
にとっての追い風だと言ったわけです。
　ただし、残念ながら医療の大事さを国民
は分かってくれましたけれど、一方でいま
大変な経済的困難に直面しているため、負
担を増やして社会保障財源を確保するとい
う国民的合意には至ってはいません。政府
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の入居者ですけど、その理由がこうした医
療へのアクセスの悪さにあるわけです。日
本では ICU への入室、ECMO という特殊
な呼吸補助の機械も年齢制限なしに受けら
れた。それが日本の国民の合意なわけです。
日本では、貧富の差だけじゃなくて、年齢
によらず、基本的な医療はきちんと受けら
れることが改めて国民の間で認識されたん
だと思います。

国民皆保険という最後の砦

【二木】こうした日本の医療、とくにそれ
を支える国民皆保険制度は、今では医療の
枠を超えて、日本社会の統合を維持するた
めの最後の砦になっていると思います。コ
ロナの前から主張してきたことですが、改
めて、このことが明確になったのではない
でしょうか。
　日本でもアメリカほどではないですが、
国民の間で意見の対立があって、分極化・
分断化が進んでいると言われていますが、
国民皆保険を維持するという点に関して
は、自由民主党から日本共産党まで全政党
で一致しているんです。そんな政策、他の
分野にはないですよ。
　加えて、国民皆保険制度を維持するとは
医療保険の給付する医療サービスが「最低
水準」ではなく、医療技術の進歩や国民の
生活水準の向上に対応した「必要かつ十分
な」「最適水準」であることが重要です。
このことは 2003 年に小泉純一郎内閣で「医
療保険制度体系及び診療報酬体系に関する
基本方針について」として閣議決定されて
いますが、現在に至るまで、厚生労働省の
公式文書や高官の答弁にも引き継がれてい
ます。この点は皆が認めているわけです。
　今の本当に色々な問題がある社会で、万

も第１次と第２次補正予算で、コロナ以前
と比べると桁違いの医療機関に対する支援
を行っていますが、それらは全て一時的な
ものです。国民の医療に対する理解は深
まったけれど、医療・社会保障の充実のた
めの財源確保の道はまだ見えない。今のま
ま条件が変わらなければ、追い風は弱いま
まだ、というのが私の「弱い」追い風とい
う主張の意味するところです。

【加賀美】今回、医療負担に対する合意が
生まれたわけではないけれど、国民が医療
に対する信頼を深め、必要性を広く認識し
たことが大事ということですね。

【二木】そうです。たとえば、日本の医療
の問題点の１つとして、日本はプライマリ・
ケア医制度が遅れているという主張があり
ます。ところが、プライマリ・ケアが充実
しているはずのヨーロッパでは大規模な医
療崩壊が起こりました。また、イギリスや
スウェーデンといったプライマリ・ケア医
が制度化されている国では、軽い症状だと
自由に医療機関を受診できません。それに
対して、日本の医療はフリーアクセスです。
ちょっと熱が出た場合も、安心して医療機
関を受診できる。この医療へのアクセスの
良さが、今回はよい意味で大きな影響を及
ぼしたと思います。
　国民全員が公的医療保険に入っているだ
けでなく、医療機関に自由にかかれること、
さらに平等にかかれるということが大事だ
と思うんです。ヨーロッパの国々、たとえ
ばスウェーデンでは ICU には 80 歳以上の
高齢者、あるいは 80 歳未満でも重度の合
併症のある人は受け入れない、ということ
が国民の合意のもとで行われています。ス
ウェーデンに限らず、海外のコロナ死亡患
者の半分ぐらいは、いわゆる老人介護施設
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が一、国民皆保険制度がなくなったら、社
会の底が抜けてしまいかねません。国民皆
保険制度は、今の日本の社会にとって、医
療の枠を超えて大事なものなんですよと改
めて強調しておきたいのです。

現在の医療支援の課題

【加賀美】2020 年９月に菅内閣が発足しま
した。菅内閣の下で第３次補正予算案と
2021 年度当初予算案の編成が進む見込み
です。第２次補正予算の評価や、今後の医
療支援の展望や焦点について、ご意見をお
聞かせください。

【二木】安倍内閣で成立した第２次補正予
算については、予算の中身に入る以前に、
10 兆円という前代未聞の予備費が計上さ
れている点が大きな問題です。これは、い
わゆる「財政民主主義」を壊すやり方です
から、与党である自民党の石破茂元幹事長
や、比較的政権に近い土居丈朗慶應義塾大
学教授（財政学）等も批判しています。
　しかし、この補正予算は既に成立してい
ます。もちろん予備費自体に問題はありま
すが、成立した以上は、コロナ対策にしっ
かりと使うほうが合理的ではないかと思い
ます。
　その上で、第２次補正予算の医療機関に
対する支援には、大きく２つの課題があり
ます。
　ひとつめは、コロナ患者を受け入れた医
療機関に対する支援に関するものです。第
２次補正予算の「医療提供体制等の強化」
は総額２兆 9892 億円とされています。こ
の中には、コロナ患者を受け入れる重点医
療機関の病床確保等（4700 億円）、コロナ
患者を受け入れた医療機関等の医療従事

者・職員への慰労金（2900 億円）、医療機
関・薬局等の感染拡大防止策等の支援（2600
億円）等が含まれます。とくに、コロナ
対応の空き病床に最大 30 万円超を補助す
る「空床確保料」の補助と、医療機関の医
療従事者・職員への慰労金を最大 20 万円、
約 310 万人に支給することは、史上初めて
となる画期的な施策です。
　このように今までの歴史に比べて、たい
へん充実した内容になっているのですが、
現時点（2020 年 11 月）で、実際に医療機
関にどのくらい行き渡っているのかという
と、これは共産党の小池晃議員が国会質問
で指摘していましたが、10 月 15 日時点で
約 3200 億円、10 月 31 日時点でも 5000 億
円に留まります。つまり、計画の約２～３
割しか医療機関には行き渡っていないとい
う課題があるわけです。
　もうひとつの課題は、コロナ患者は受け
入れていないが、患者の受診控えや感染対
策への出費増等により経営困難に陥ってい
る医療機関への支援がほとんど含まれてい
ないことです。これは早急に何とかしない
といけません。ここが、今の焦点になって
いると思います。
　この点に関しては、たとえば厚生労働省
の迫井医政局長等も、その必要生を認めて
います。また、自民党新型コロナウイルス
対策医療系議員団本部や神奈川県保険医協
会などが、具体的で面白いアイディアを提
案しています。ただし、これらも煮詰まっ
たものになっているわけではありません。
財務省の財布の紐は固いでしょうが、地域
医療を支えるという意味で、コロナ患者を
受け入れていない医療機関にも支援をしな
いといけないと思います。
　先にお話ししたとおり、第２次補正予
算には「10 兆円」の予備費があります。
５兆円は使い道がほぼ決まっていますが、
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残りの５兆円はまだ決まっていない。だっ
たら第３波が起きつつある今こそ、この予
備費の５兆円を使って、さらに手厚く医療
機関を支援すべきだと考えます。

菅政権の医療政策

【加賀美】コロナの問題とは離れますが、
菅政権はいわゆる新自由主義的な「小さな
政府」志向が強いと指摘されています。こ
うした政権の政策志向は、医療政策につい
てはどのような影響を与えるとお考えで
しょうか。

【二木】菅内閣の社会保障・医療改革方針
については、『文化連情報』2020 年 11 月
号で整理しています。現時点では、菅政権
の医療・社会保障について本格的に論じた
のは、この論文だけだと思います。
　そちらでも述べていますが、実は菅首相
の社会保障や医療改革への関心は極めて薄
いのです。このくらい関心の薄い首相も、
ちょっと珍しいのではないでしょうか。実
際、菅内閣の社会保障・医療改革の柱とさ
れているのは「不妊治療の保険適用」と、「オ
ンライン診療の恒久化」の２点だけです。
　しかしこれらは医療改革の本筋ではあり
ません。現在の医療改革の本筋は、地域医
療構想と地域包括ケアですが、これらは、
従来どおり厚生労働省が粛々と進めていく
と思います。地域医療構想も地域包括ケア
も、安倍内閣以前の民主党政権の時代から、
二度の政権交代を経たにもかかわらず、そ
れなりに一貫して進められているものです
から、コロナをきっかけに様々な行き過ぎ
が是正されこそすれ、中止されたり見直さ
れたりすることはないと思います。
　なお、安倍前首相と菅首相を比較すると、

安倍前首相には割と「ウェット」な側面も
あったけれど、菅首相はものすごい「ドラ
イ」で強権的で「小さな政府」志向がより
強く現れています。この点ではむしろ小泉
元首相に近いでしょう。菅首相のブレーン
にもそういった人が多いので、そこには注
意を払うべきだと思います。

医療保障の財源は

【加賀美】二木先生は医療体制の整備など
のため、中期的には「コロナ復興特別税」
の導入も検討すべきと提言されておられま
す。一方、新型コロナにともなう経済的な
打撃を軽減するためにも、時限的な消費税
減税を図るべき、といった主張もあります。

【二木】私は今後の医療・社会保障を論じ
る場合に、もし社会保障機能を強化すると
いう立場に立つならば、必ず財源とセット
で論じなければならないと考えます。ある
べき医療だけを掲げて、財源は知らないっ
ていうのは無責任だと思うのです。
　2006 年から私は一貫して、医療保障の
財源は、主財源は社会保険料、補助的財源
は消費税を含む公費とすべきと主張してい
ます。なぜなら、先程もお話ししたとおり、
今は国会に議席を有する全政党が国民皆保
険制度の維持を主張しているからです。一
時、維新の会が国民皆保険に否定的な論調
を取っていたこともありましたが、今は維
新の会も含めて、国民皆保険制度の維持が
国会の合意なのです。そして国民皆保険制
度は社会保険方式を採用しています。であ
るとしたら、理論的に主財源は社会保険料
で、補助的財源は公費しかありえません。
イギリスや北欧のように公費負担方式に変
えるなら話は別ですが、今そんなことを言
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う政党は１つもないのですから、大枠はこ
れしかありえません。コロナの問題が発生
したため、そうした大枠の上でコロナ復興
特別税という提案をしているだけなのです。
　時限的な消費税減税を図るべきだという
主張についてですが、たとえば消費税を
５％に減税すると、１年間で約 12.5 兆円
の税収減になります。ものすごい大幅減税
です。では、それを補てんする現実的な財
源はどうするのか。これを同時に示さなけ
れば、社会保障の機能強化という問題は解
決しません。
　実際、安倍前首相が消費税率の引き上げ
を２回も延期しましたが、その結果として
４年間で 20 兆円の財源が失われました。
社会保障の機能強化も、全部４年間先延ば
しされてしまったのです。たとえば、年金
を含めても所得が低い方の生活を支援する
ために、年金に上乗せして支給する年金生
活者支援給付金制度があります。これは消
費税率引上げ分を活用するものでしたか
ら、低所得者が消費税引き上げの延期によっ
て、むしろ大きな打撃を受けた事例です。
　最近は、MMT（現代金融理論）に依拠
して、主権国家は国債を無制限に発行でき
ると主張される方もいますが、MMT でも
国債発行はインフレが起きていないという
条件付きなんです。インフレが起きる可能
性があるときは、増税によって通貨に対す
る需要を増加させるべきという話です。そ
の際には歳出削減も進むので、社会保障関
係費がもっとも抑制されることでしょう。
　それに、日本はアメリカを含めたすべて
の国と比較しても、相当に小さな政府に
なっています。だから財政の無駄を減らし
ても大きな財源を捻出できません。これは
民主党政権時代の苦い教訓です。
　消費税を減税するとして、その代替財源
もあわせて提案するべきなのに、残念なが

ら、それはどこの政党も提案していないの
です。
　なお、私は消費税に万々歳と言ってるわ
けではありません。あくまでも消費税を含
む公費を増やさざるを得ないと言っている
だけです。消費税で社会保障の全てを賄う、
いわゆる消費税１本足打法ではなく、租税
財源の多様化（所得税の累進制の強化、固
定資産税や相続税の強化、法人税率の引き
下げの停止や過度の内部留保への課税等）
が必要だと主張しているのです。

【加賀美】実は日本が諸外国と比べても、
かなり小さな政府であるということは、あ
まり国民に浸透していないように感じま
す。そのためか、2000 年代以降、公務員が
非難の対象になってきたように思います。

【二木】その点一番いい例が、かつての維
新の会じゃないでしょうか。維新の会は
橋下徹さんが元気だったころは、今おっ
しゃったように、役所バッシングをしてま
したよね。だけど、今の松井一郎市長と吉
村洋文知事の体制になってから、それなり
に福祉充実の政策もとるようになり、そう
した政策が大阪での維新の会の支持につな
がっていると聞いています。
　ただ、やはり国民の公務員に対する理解
は十分ではないと思っています。たとえ
ば、つい先日『ブラック霞が関』（新潮新
書）という本が出版されました。著者は千
正康裕さんという、厚生労働省の元キャリ
ア官僚です。社会保障・労働分野で８本の
法律改正に関与する等、たいへんやり手で
あると同時に現場にどんどん出ていく素晴
らしい官僚だったんです。ただ、無理しす
ぎて体を壊してしまい 2019 年に退職され
たんですね。彼が自分の経験を通じて、今
の霞が関の働き方に警鐘を鳴らしている本
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です。このままでは霞が関が機能停止する
と。
　実際、この間厚生労働省の業務はべらぼ
うに大きくなってますよ。だけれども、定
員はむしろ減らされてぎりぎりのところに
なっているそうです。7 時に仕事開始で、
退庁は 27 時 20 分。27 時 20 分ってことは
朝５時ですよ。こんな民間企業も鼻白む小
さな政府を続けていては大変なことにな
るって警鐘乱打しているんです。
　先ほど、せっかく第２次補正予算でコ
ロナ患者を受け入れた医療機関に対して、
トータル約３兆円の支援がなされたけれ
ど、医療機関に届いたのはまだ 3000 億円
とか 5000 億のレベルだと言いましたけれ
ども、これは必ずしも官僚や公務員の怠慢
のせいじゃないんです。国でも自治体でも
公務員をどんどん減らしてきたうえに、今
回コロナの業務が集中して、現場がパンク
しているっていうことなんですよ。
　要するに、今よりもさらに小さい政府を
目指すと、国民、あるいは医療機関が求め
ている支援も遅れてしまうという水準にあ
るんだと思います。私は医療・福祉関係者
だけでなく、多くの人がこの本をぜひ読む
べきだろうと思います。志も高く、しかも
力のある人も病気で辞めざるを得なかった
ということ、そうした小さな政府に今既に
なっていて、それが国民のくらしにも影を
落としていることを、国民の側もちゃんと
知る必要があると思います。

【加賀美】二木先生は書籍やインタビュー
のなかで、今後起こりうる災害等に対応で
きる「医療安全保障」の必要について述べ
られています。この「医療安全保障」につ
いて、改めてその内容をご教示ください。

【二木】この「医療安全保障」は、何か新

語のようなものではありません。医療関係
者の間では普通に使われている言葉です。
たとえば、コロナ禍において必需品となっ
たマスクも、その多くは中国からの輸入品
ですよね。しかし、パンデミックのような
事態では、輸入が止まることだってありう
る。そうなると医療機器・医療用品の自給
自足を図る必要がある。こうした意味で医
療安全保障は使われています。
　一方で、私は日本の将来を見通したとき、
必ず生じるであろう大災害（新たな感染症
の発生、南海トラフ地震や首都直下型地震
等の大地震、さらには富士山噴火等）にも
迅速に対応することができるゆとりをもっ
た医療が不可欠だと思います。そのために
は効率一辺倒の地域医療構想のスタンスを
見直して、「余裕」のある医療体制を築く
必要があると考えています。こうした人間
がくらしていくうえでの安全保障の延長と
いう意味合いで、医療安全保障と使ったわ
けです。
　また、「余裕」という点では、けがの功
名だと思いますが、「地域医療構想」で
2025 年の必要病床数を推計する際に、高
度急性期病床の病床利用率を 75％、（一般）
急性期病床のそれを 78％に設定したこと
は、結果的に極めて適切だったと思います。
　正直なところ、2015 年に初めてこの数
字を見たとき、ずいぶんゆるい基準だなと
思ったんですよ。なぜかというと、現実の
医療機関は最低 90％、できれば 95％ぐら
いの病床利用率を維持しないと利益が出な
いからです。しかし、今度のコロナを通し
て、厚生労働省が認めていた 75％～ 78％
ぐらいの病床利用率で運営しないと、とても
危機には対処できないことがわかりました。
　事実、今回のコロナ危機では、患者の７
割を公立・公的病院が受け入れたと厚生労
働省の吉田学医政局長（当時）は国会で報
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告しています。私は、その理由を、コロナ
患者を受け入れやすい高機能病院において
公立病院の割合が高いだけでなく、公立病
院の病床利用率が民間病院よりも低く、結
果的に患者を受け入れる「余裕」があった
ためでもあると、推察しています。
　つまり、75％～ 78％ぐらいでも医療機
関が経営を黒字化できる制度を目指せば、
今回のような事態にも対応できる医療安全
保障になると考えています。

コロナで社会的連帯意識は
高まったのか

【加賀美】二木先生は、東日本大震災のと
きと比べると、新型コロナ禍では感染者の

「自己責任」が問われるなど、社会的連帯
意識が強まったとは言えない、と指摘され
ておられます。誰もが感染する可能性があ
る中で、なぜ「おたがいさま」とならずに、
自己責任が問われ続けるのでしょうか。

【二木】やっぱり東日本大震災のときは、
被災者が東北に限定されていて、なおかつ
原発事故を除けばそれで終わりだったこと
が大きかったのでしょう。だから、それ以
外の地域の国民は、いわば安全地帯にいた
から、安心して支援できたんです。ボラン
ティアにもどんどん行きましたし、私が学
長をしていた日本福祉大学からも多くの学
生が支援に赴いて、ずいぶんと鍛えられた
ことをよく覚えています。
　ただ、当時の全てを美化することはでき
ません。現在も残っていると思いますが、
当時は原発事故が生じた福島県民と福島県
産食品に対する差別意識が、ものすごく強
かったですよね。
　今回の事態では、全国民が潜在的に患者

になりますし、期間も限定ではありませ
ん。NHK の国民意識調査でも、実に国民
の 80％が不安を感じていることがわかり
ます。こうした不安に駆られ、多くの人が
自己防衛に走っているのだと思います。さ
らに、政府広報が個人責任を強調しました
よね。
　そのため、まずは感染しないようにと自
己防衛感が高じて、患者への差別につなが
り、あろうことか患者を治療する医療従事
者、あるいは福祉施設の従事者まで差別する
なんてことが起こったんだと私は思います。
　今ではうつさない、うつらないが合い言
葉になりましたよね。これは言い換えれ
ば、他人との交流をやめろということと同
義です。そのため、東日本大震災のときの
ように、社会連帯という意味での国民意識
は、あんまり強まらなかったのではないか
と思っています。

これからの日本医療と
コロナとの向き合い方

【加賀美】最後になりますが、今後の医療
体制を社会全体で考える上で必要な論点
と、さらに私たちはコロナに対してどう向
き合うべきか、先生のご意見をお聞かせく
ださい。

【二木】最初の話の繰り返しになりますけ
れど、今回のコロナを通して分かったこと
は、保健所を含めた、保健・医療体制を維
持することが、いかに大事かということで
す。国民皆保険制度と医療へのフリーアク
セス、さらに日本の医療の質の高さ、医師
や医療従事者の髙いモラルと志気、そうい
う点を守ることの大事さは広く国民の間で
共有されました。

特集　コロナに克つ　～ つながりと協同の新たな地平へ
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　そして、そのためには当然ながらお金が
かかります。お金の話は避けては通れませ
ん。とくに医療・福祉の費用は人件費の塊
のようなものです。だから費用を抑制する
ということは、現場で働く職員の数を減ら
す、あるいは彼らの賃金や労働条件などを
悪くするということになります。
　今日は時間の都合で医療のことしか説明
できませんでしたが、日本では福祉分野も
ずいぶんと頑張ったと思うんです。先ほど
も言いましたけど、アメリカやヨーロッパ
諸国では、死亡者の半分ぐらいは、いわゆ
る高齢福祉施設にいるお年寄りなんです。
だけど日本の場合は、もちろん高齢者の死
亡率は高いですけれど、高齢福祉施設での
死亡はそこまで多くありません。これは日
本の老人福祉施設における、ケアの水準の
高さによるものだと思います。
　そうした医療と福祉を守るには、より「余
裕」を持った医療、福祉体制へと変えなけ
ればならない。そのためには、人員を増や
さなければいけない、賃金や労働条件も良
くしないといけない。そのためには、お金
がかかります。そうした財源の問題は、避
けられがちですが、真剣に議論するべき問
題です。
　また、コロナについては、私は過剰にお
びえる必要はないと思っています。私は以
前の BuzzFeed Japan のインタビューでも
申し上げましたが、かつてのペストなどと
違ってコロナで社会は大きくは変わらない
と考えています。
　今は第３波ということで感染者と死亡者
が拡大していますが、それでも日本の死亡
者は 2,000 人を超えたくらいです。これは
例年のインフルエンザの死亡者に比べても
少ないくらいなんです。しかも、今年はコ
ロナでみんながみんな自己防衛したから、
インフルエンザ患者が驚くほど少ないんで

す。そのため、アメリカやヨーロッパ諸国
と違い、超過死亡という、例年の死亡者数
に上乗せしてコロナ死亡者が増えたという
ことはありません。むしろ増えているのは
自殺のほうです。
　これらを踏まえると、決してパニックに
はなる必要はないと思います。政府も提唱
しているし、生協でも広報していると思い
ますが、いわゆる３密を避けるとか、人と
会うときはマスクをするとか、そういう基
本的な防衛をすれば、コロナ罹患率はそこ
まで高くなるわけではありません。それに
そうした自己防衛をした上で感染するの
だったら、それこそ「お互いさま」の世界
です。きちんと感染予防の努力をする必要
はあるけれども、過剰に不安になる必要も
ありません。

【加賀美】わかりました。本日は貴重なお
話をありがとうございました。
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